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安城市 地震対策アクションプラン策定業務
仕様書
第１章　総則
（適用範囲）
第1条
　　本仕様書は、安城市（以下「発注者」という。）が実施する「安城市 地震対策アクションプラン策定業務」以下「本業務」という。）に適用する。

（業務の目的及び概要）
第2条
　　本業務は、発注者の地震対策の体制強化及び災害時の被害軽減のため、災害時の具体的な行動計画となる地震対策アクションプランについて、平成27年度及び平成28年度の2ヵ年で策定することを目的とする。

（準拠する法令等）
第3条
　　本業務は、関係法令及び本仕様書に定める他､下記に示す要綱要領に準拠し実施するものとする。
(1) 災害対策基本法

(2) 災害救助法 

(3) 土砂災害計画区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律

(4) 水防法

(5) 河川法

(6) 都市計画法

(7) 防災基本計画（中央防災会議）

(8) 安城市個人情報保護条例

(9) 安城市地域防災計画

(10)愛知県地域防災計画
(11)第３次あいち地震対策アクションプラン
(12)避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成ガイドライン（改訂案）（平成26年4月内閣府）

(13)都道府県と気象庁が共同して土砂災害警戒情報を作成発表するための手引き（平成17年6月 国土交通省河川局砂防部・気象庁予報部） 

(14)洪水ハザードマップ作成の手引き（改訂版）（平成25年3月 国土交通省水管理・国土保全局）

(15)洪水ハザードマップの作成の推進について

(16)洪水ハザードマップ作成要領解説と作成手順例

(17)洪水ハザードマップ作成要領と解説

(18)土砂災害警戒避難ガイドライン（平成19年4月 国土交通省砂防部）

(19)災害時要援護者の避難支援ガイドライン
(20)その他関係法令及び通達等
（疑義）
第4条
　　本仕様書に記載のない事項または疑義が生じた場合は、発注者と受託者（以下「受注者」という。）が協議して定めるものとする。
（業務計画書）

第5条
　　受注者は、本業務を実施するにあたり、次の書類を発注者に提出し、承認を得るものとする。

(1) 業務計画書

(2) 業務着手届

(3) 管理技術者等選任通知書（業務経歴を添付）

(4) 業務工程表

(5) その他、発注者が必要と認める資料

（公的資格）

第6条
　　本業務において扱う情報の漏洩や紛失、改ざんの防止のため、関連法令、規定を遵守するほか、企業として下記資格を有していることとし、受注者は業務着手時にその資格が証明できる資料を発注者に提出し、承認を得ることとする。

 (1) 「品質管理マネジメントシステム（ISO9001）」
（技術者の選任）
第7条
　　受注者は、本業務の円滑な進捗を図るため、防災・減災等の計画（地震対策アクションプラン、地域防災計画、ＢＣＰ、国土強靭化計画等）策定及び空間情報データに精通した実務経験豊かな管理技術者等を選任するものとする。

（貸与資料）

第8条
　　業務上必要な資料等について発注者受注者協議の上借用する。なお発注者からの貸与する資料については、棄損又は滅失しない様に丁寧に取り扱うとともに、使用後は速やかに返却するものとする。
（成果品の瑕疵）
第9条
　　業務完了後、受注者の過失、疎漏により成果品に瑕疵が発見された場合は、発注者の指示に従い、速やかに補足・訂正等必要な処置を受注者の負担で行うものとする。
（成果品の帰属）
第10条
　　本業務において作成した成果品は、発注者に帰属するものとする。また、受注者は、発注者の許可なく公表、複製の作成、又は貸与してはならない。
（履行期間及び納入先）

第11条
　　本業務の履行期間及び納入先は以下の通りとする。

(1) 履行期間　契約締結日の翌日より平成29年3月31日までとする。

(2) 納入場所　安城市　市民生活部　危機管理課
第２章　業務概要
（業務概要）

第12条
　　本業務の概要は、以下のとおりとする。

【平成27年度業務】
(1) 計画準備
(2) 資料収集・整理
(3)
基本条件の検討
(4)
地震対策に係る進捗状況等調査
(5)
市民アンケート調査
(6)
市民アンケート調査結果の整理
(7) 庁内検討会議支援

(8)
減災まちづくり研究会支援

(9) 業務報告書作成
(10) 打合せ協議
【平成28年度業務】

(1) 地震対策に係る課題整理
(2) 計画策定方針の検討
(3)
地震対策における目標設定
(4)
各事業メニューの洗い出し・とりまとめ
(5)
計画（案）の作成
(6) 計画（案）に係る庁内照会・修正
(7) パブリックコメントの実施
(8) 計画（案）の作成修正・とりまとめ
(9) 概要版の作成
(10) 庁内検討会議支援
(11) 業務報告書作成
(12) 打合せ協議
第３章　業務内容（平成27年度業務）
（計画準備）
第13条
　　本業務を遂行するにあたり、第３次あいち地震対策アクションプラン等の必要な防災関連事項を把握し、業務全体の作業方針を立案するとともに、業務の計画準備を行うものとする。
（資料収集・整理）

第14条
　　準拠する法令等、必要となる以下の資料を収集し、整理するものとする。資料収集・整理にあたっては、必要に応じて、ハザードマップ等の地理情報（GISデータ）を取り扱うこととなるため、地理情報の適正な取り扱いに十分留意するものとする。
(1) 安城市地域防災計画

(2) 安城市総合計画

(3) 安城市都市計画マスタープラン

(4) 愛知県地域防災計画

(5) 第３次あいち地震対策アクションプラン

(6) その他関係法令および通達等

その他必要な資料を抽出し、発注者からの資料貸与を受けて、整理するものとする。

（基本条件の検討）
第15条
　　地震対策に係る進捗状況等調査や市民アンケート調査、及び各種会議支援を実施するにあたり、調査の前提となる基本条件を設定するものとする。基本条件の設定にあたっては、県の考え方や本市の目指すべき方向性等との整合性に十分留意するものとする。また、正確な地形やハザード情報等の把握にあたっては、地理情報（GISデータ）を十分活用するものとする。
（地震対策に係る進捗状況等調査）
第16条
　　地震対策に係る進捗状況等を調査する。調査にあたっては、地震対策に係る基本的な考え方等を整理し、庁内照会資料として作成するものとする。
（市民アンケート調査）
第17条
　　地震対策に係る様々なニーズを把握するため、市民を対象としたアンケート調査を行い、市民の意向を把握するものとする。アンケートは、市民から対象者を無作為に抽出し、郵送によるアンケート調査を行うものとする。設問項目については、発注者受注者協議のうえ決定するものとする。
（市民アンケート調査結果の整理）
第18条
　　市民アンケート調査結果の集計整理を行うものとする。集計整理にあたっては、意見の分類分けや、グラフ等による見やすさに配慮するものとする。
（庁内検討会議支援）
第19条
　　庁内で構成する検討会議への参加、資料作成等を行うものとする。庁内検討会議は、年間２回程度を想定するものとする。

（減災まちづくり研究会支援）
第20条
　　庁内外で構成する減災まちづくり研究会への参加、資料作成等を行うものとする。減災まちづくり研究会は、年間１回程度を想定するものとする。
（業務報告書作成）
第21条
　　業務内にて検討、作成した資料を整理した事項について、作業の内容を業務報告書として取りまとめるものとする。
（打合せ協議）
第22条
　　打合せ協議は、年間６回程度を想定とするが、業務の進捗状況に応じて適宜実施するものとする。また、本業務の円滑な進捗を図るため、受注者は必要に応じ管理技術者若しくは担当技術者等を派遣し、又はメール等により発注者と密接に連携しつつ、本業務を遂行するものとする。
第４章　成果品（平成27年度業務）
（納入成果品）

第23条
　本業務における納入成果品は下記のとおりとする。
　　(1)計画書（中間報告用）





1部（A4版、簡易製本）
(2)業務報告書







1部（A4版、簡易製本）
(3)市民アンケート調査結果書　　　　　　　　 1部
(4)打合せ協議記録簿・業務実施計画書


1部

(5)電子データ







1 式（CD-R）
(6)その他関連資料






1式
第５章　業務内容（平成28年度業務）
（地震対策に係る課題整理）
第24条
　　平成27年度業務の調査結果等をもとに、地震対策に係る課題を整理するものとする。
（計画策定方針の検討）
第25条
　　地震対策の認識を明らかにするとともに、アクションプラン策定のための基本的な方針を設定するものとする。
（地震対策における目標設定）
第26条
　　地震対策における目標の設定にあたっては、上位関連計画等との整合を十分踏まえたうえで、わかりやすい目標として表現できるものとする。
（各事業メニューの洗い出し・とりまとめ）
第27条
　　地震対策アクションプランの枠組みに係る各事業メニューについて、洗い出しを行うものとする。洗い出しにあたっては、平成27年度業務の調査結果等を十分に活用するものとする。なお、洗い出しの結果は、別途とりまとめるものとする。
（計画（案）の作成）
第28条
　　前条までの成果をもとに、地震対策アクションプランに係る計画（案）を作成するものとする。
（計画（案）に係る庁内照会・修正）
第29条
　　検討結果をとりまとめた計画（案）に対する庁内意見等を反映するため、庁内照会資料の作成を行うものとする。
（パブリックコメントの実施）
第30条
　　庁内照会を経た計画（案）について、市民へのパブリックコメントを実施するものとする。パブリックコメントは、市ホームページへの掲載を前提とし、PDFファイルの作成、回収結果の集計整理等を行うものとする。なお、パブリックコメントの実施期間等の詳細については、発注者受注者協議のうえ決定するものとする。
（計画（案）の作成修正・とりまとめ）
第31条
　　パブリックコメント結果の計画への反映等、計画書としてとりまとめるものとする。
（概要版の作成）
第32条
　　本計画内容をA4版数枚程度にまとめた概要版を作成するものとする。
第６章　成果品（平成28年度業務）
（納入成果品）

第33条 
　本業務における納入成果品は下記のとおりとする。

　　(1)計画書







 
1部（A4版、簡易製本）

(2)概要版








1部（A4版、簡易製本）

(3)業務報告書







1部（A4版、簡易製本）

(4)打合せ協議記録簿






1部
(5)電子データ







1式（CD-R）

(6)その他関連資料






1式
問い合わせ先　安城市役所市民生活部危機管理課　河合

　　　　　　　　　　　　　電話　0566-71-2220
　　　　　　　　　　　　　　　FAX　0566-76-1112

